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第３章 生活排水処理基本計画 

１ 生活排水処理の現状 

区の下水道普及率は 100％であり 、区内から 発生するし 尿及び生活雑排水（ ＝「 生活排水」）

のほぼ全量が、 公共下水道により 処理さ れています。 家庭及び事業所等で発生する生活排水

のう ち、 公共下水道により 処理さ れないも のを 本計画の対象と し ます。   

公共下水道により 処理さ れる生活排水以外で区内の家庭から 発生する浄化槽汚泥は、 一般

廃棄物収集運搬業者が収集し ています。 収集し た浄化槽汚泥は、 東京二十三区清掃一部事務

組合の下水道投入施設（ 品川清掃作業所） へ搬入し 、 固形分を 取り 除く と と も に脱水をし た

後、 下水道排出基準以下になるまで希釈し て、 下水道に投入さ れています。  

また、 処理中に取り 除いた固形分（ ＝「 し さ 」） は東京二十三区清掃一部事務組合の清掃工

場で焼却さ れ、 浮上し た固形分（ ＝「 ふさ 」） は中央防波堤外側埋立処分場で埋立処分さ れて

います。  

さ ら に、事業活動に伴っ て排出さ れる、仮設便所のし 尿及びし 尿混じ り のビルピッ ト 汚泥、

浄化槽汚泥は、 一般廃棄物収集運搬業者が収集し 、 民間の処理施設において一般廃棄物処分

業者により 処理さ れています。 なお、 し 尿混じ り のビルピッ ト 汚泥については、 も っ ぱら 居

住用の建築物から 排出さ れるも ので、 区が承認し たも のに限り 、 品川清掃作業所で処理し て

います。  
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２ 生活排水処理基本計画 

（１） 収集・運搬及び処 計画 

家庭で発生する浄化槽汚泥は、 引き 続き 、 一般廃棄物収集運搬業者により 収集し 、 東京

二十三区清掃一部事務組合の下水道投入施設（ 品川清掃作業所）で適切に処理を 行います。  

また、 下水道投入施設の処理工程で生じ るし さ ・ ふさ についても 、 引き 続き 、 東京二十

三区清掃一部事務組合の清掃工場で焼却処理を 行い、 中央防波堤外側埋立処分場で適正に

埋立処分を 行います。  

区では、公共下水道では処理さ れない家庭及び事業所等から 発生するし 尿･汚泥等につい

て、 引き 続き 、 一般廃棄物収集運搬業者の収集により 、 東京二十三区清掃一部事務組合の

下水道投入施設や民間処理施設等で処理を行います。  

 

（２） 事業者処理責任の徹底 

事業活動に伴っ て排出さ れる仮設便所のし 尿及びし 尿混じ り のビルピッ ト 汚泥、 浄化槽

汚泥については、 今後も 事業者の自己処理責任の徹底を 促し ていき ます。  
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参考資料 

１  係条例 

○港区廃棄物の処理及び再利用に関する条例 

平成十一年十二月十六日 

条例第三十三号 

目次 

第一章 総則 

第一節 通則( 第一条・ 第二条)  

第二節 区長の責務等( 第三条―第八条)  

第三節 事業者の責務( 第九条)  

第四節 区民の責務( 第十条)  

第二章 再利用等による廃棄物の減量 

第一節 区長の減量義務等( 第十一条―第十四

条)  

第二節 事業者の減量義務( 第十五条―第二十二

条)  

第三節 区民の減量義務( 第二十三条・ 第二十四

条)  

第三章 廃棄物の適正処理 

第一節 通則( 第二十五条―第二十八条)  

第二節 区長等以外の者の再利用の対象と なる

廃棄物の収集又は運搬の禁止等( 第二十

八条の二)  

第三節 適正処理困難物の抑制( 第二十九条―第

三十一条)  

第四節 一般廃棄物の処理( 第三十二条―第四十

六条)  

第五節 産業廃棄物の処理( 第四十七条―第四十

九条)  

第六節 大規模建築物の廃棄物保管場所等の設

置( 第五十条)  

第七節 廃棄物処理手数料( 第五十一条―第五十

八条)  

第四章 一般廃棄物処理業( 第五十九条―第六十五

条)  

第五章 生活環境影響調査結果の縦覧等( 第六十五

条の二―第六十五条の七)  

第六章 雑則( 第六十六条―第七十一条)  

第七章 罰則( 第七十二条―第七十五条)  

付則 

 

 

 

第一章 総則 

第一節 通則 

( 目的)  

第一条 こ の条例は、廃棄物の発生を抑制し 、再利用を

促進すると と も に、廃棄物を適正に処理し 、あわせて

生活環境を 清潔にする こ と によ っ て、 生活環境の保

全及び公衆衛生の向上並びに資源が循環し て利用さ

れるまちづく り を 推進し 、 も っ て区民の健康で快適

な生活を確保するこ と を目的と する。  

( 定義)  

第二条 こ の条例における 用語の意義は、 廃棄物の処

理及び清掃に関する 法律( 昭和四十五年法律第百三

十七号。 以下「 法」 と いう 。 ) の例による。  

2 こ の条例において次の各号に掲げる 用語の意義は、

それぞれ当該各号に定めると こ ろ による。  

一 家庭廃棄物 一般家庭の日常生活に伴っ て生じ

た廃棄物をいう 。  

二 事業系廃棄物 事業活動に伴っ て生じ た廃棄物

をいう 。  

三 事業系一般廃棄物 事業系廃棄物のう ち、 産業

廃棄物以外の廃棄物をいう 。  

四 再利用 活用し なければ不要と なる物又は廃棄

物を再び使用するこ と 又は資源と し て利用するこ

と をいう 。  

五 資源・ ごみ集積所 区長が家庭廃棄物等( 第三十

三条第二項の規定により 区長が処理する 事業系一

般廃棄物及び第四十九条において準用する第三十
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三条第二項の規定により 区長が処理する一般廃棄

物と あわせて処理する産業廃棄物を含む。 以下同

じ 。) の収集を行う ために、家庭廃棄物等を排出す

べき 場所と し て、 区規則で定めると こ ろ により 設

置さ れた場所をいう 。  

第二節 区長の責務等 

( 基本的責務)  

第三条 区長は、生活環境を保全し 、及び公衆衛生を向

上さ せる ため、 廃棄物の減量及び適正な処理を図ら

なければなら ない。  

2 区長は、 廃棄物の処理に関する事業の実施に当たっ

ては、 作業方法の改善を 図る 等その能率的な運営を

し なければなら ない。  

3 区長は、 再利用等による廃棄物の減量及び適正な処

理に関する区民の自主的な活動を 支援する よ う 努め

なければなら ない。  

4 区長は、 廃棄物の減量及び適正な処理に関する区民

及び事業者の意識の啓発を図るよ う 努めなければな

ら ない。  

( 指導又は助言)  

第四条 区長は、 廃棄物の減量及び適正な処理を 確保

するため、必要と 認めると き は、区民及び事業者に対

し 、 指導又は助言を行う こ と ができ る。  

( 公開)  

第五条 区長は、 廃棄物の減量及び適正な処理に関す

る施策を常に区民に明ら かにし なければなら ない。  

( 区民参加)  

第六条 区長は、 一般廃棄物の減量及び適正な処理に

ついて、 区民の意見を施策に反映するこ と ができ る

よう 必要な措置を講じ なければなら ない。  

( 環境審議会への諮問)  

第七条 区長は、 一般廃棄物の処理に関する 基本方針

その他の重要事項の決定に当たっ ては、 港区環境審

議会に諮ら なければなら ない。  

( 他の地方公共団体と の協力等)  

第八条 区長は、 廃棄物の減量及び適正な処理に関す

る事業の実施に当たっ て、必要と 認めると き は、他の

地方公共団体と 協力し 、 又は調整を図るも のと する。 

第三節 事業者の責務 

( 事業者の責務)  

第九条 事業者は、廃棄物の発生を抑制し 、再利用を促

進する 等によ り 、 廃棄物の減量を 図ら なければなら

ない。  

2 事業者は、 その事業系廃棄物を自ら の責任において

適正に処理し なければなら ない。  

3 事業者は、 物の製造、 加工、 販売等に際し て、 その

製品、 容器等が廃棄物になっ た場合においてその適

正な処理が困難になる こ と のないよ う にし なければ

なら ない。  

4 事業者は、 廃棄物の減量及び適正な処理の確保に関

し 区の施策に協力し なければなら ない。  

第四節 区民の責務 

( 区民の責務)  

第十条 区民は、 廃棄物の発生を抑制し 、 再生品の使用又

は不用品の活用等により 再利用を図り 、その生じ た廃棄

物をなるべく 自ら 処分するこ と 等により 、廃棄物の減量

に努めるも のと する。  

2 区民は、 廃棄物の減量及び適正な処理に関し 区の施策

に協力するも のと する。  

 

第二章 再利用等による廃棄物の減量 

第一節 区長の減量義務等 

( 再利用等による減量)  

第十一条 区長は、 区長が行う 家庭廃棄物等の収集に

おいて、 資源物( 家庭廃棄物等のう ち、 再利用を目的

と し て分別し て収集する物をいう 。 以下同じ 。 ) の収

集、回収等を行う と と も に、物品の調達に当たっ ては、

再生品を使用する 等によ り 、 自ら 再利用等によ る 廃

棄物の減量に努めなければなら ない。  

( 再利用に関する計画)  

第十二条 区長は、 再利用等による 廃棄物の減量を 促

進する ため、 再利用に関する 計画を 定める も のと す

る。  

( 施設の利用)  

第十三条 区長は、 再利用等に関する 区民の自主的な

活動を 支援する ため、 再利用の対象と なる 物の保管

等に利用する 場所と し て、 業務に支障が生じ ない範

囲内において、 区長の管理する 施設等を区民の利用

に供するこ と ができる。  

( 資源回収業者への協力要請及び支援)  

第十四条 区長は、再利用を促進するため、資源回収等

を 業と する 事業者に必要な協力を 求めると と も に、
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当該事業者を支援するよう 努めるも のと する。  

第二節 事業者の減量義務 

( 事業系廃棄物の減量)  

第十五条 事業者は、 再利用の可能な物の分別の徹底

を図る 等再利用を促進するために必要な措置を講ず

る等によ り 、 その事業系廃棄物を 減量し なければな

ら ない。  

( 廃棄物の発生抑制等)  

第十六条 事業者は、物の製造、加工、販売等に際し て、

長期間使用可能な製品の開発、 製品の修理体制の確

保等廃棄物の発生の抑制に必要な措置を 講ずるよ う

努めなければなら ない。  

2 事業者は、 物の製造、 加工、 販売等に際し て、 再生

資源( 資源の有効な利用の促進に関する 法律( 平成三

年法律第四十八号) 第二条第四項に規定する 再生資

源をいう 。) 、再生部品( 同条第五項に規定する再生部

品をいう 。 ) 及び再生品を利用するよう 努めなければ

なら ない。  

( 再利用の容易性の自己評価等)  

第十七条 事業者は、物の製造、加工、販売等に際し て、

その製品、 容器等の再利用の容易性についてあら か

じ め自ら 評価し 、再利用の容易な製品、容器等の開発

を行う こ と 、その製品、容器等の再利用の方法につい

ての情報を提供するこ と 等により 、その製品、容器等

の再利用を促進し なければなら ない。  

( 適正包装等)  

第十八条 事業者は、物の製造、加工、販売等に際し て、

自ら 包装、容器等に係る基準を設定する等により 、そ

の包装、容器等の適正化を図り 、廃棄物の発生の抑制

に努めなければなら ない。  

2 事業者は、 物の製造、 加工、 販売等に際し て、 再び

使用するこ と が可能な包装、容器等の普及に努め、使

用後の包装、容器等の回収策を講ずる等により 、その

包装、 容器等の再利用の促進を図ら なければなら な

い。  

3 事業者は、 区民が商品の購入等に際し て、 当該商品

について適正な包装、 容器等を選択でき る よ う 努め

ると と も に、区民が包装、容器等を不要と し 、又はそ

の返却を する 場合には、 その回収等に努めなければ

なら ない。  

( 事業用大規模建築物の所有者等の義務)  

第十九条 事業用の大規模建築物で区規則で定めるも

の( 以下「 事業用大規模建築物」と いう 。) の所有者は、

再利用を促進する 等によ り 、 当該事業用大規模建築

物から 排出さ れる 事業系一般廃棄物を 減量し なけれ

ばなら ない。  

2 事業用大規模建築物の所有者は、 当該事業用大規模

建築物から 排出さ れる 事業系一般廃棄物の減量及び

適正な処理に関する 業務を 担当さ せる ため、 区規則

で定めると こ ろ により 、 廃棄物管理責任者を選任し 、

その旨を区長に届け出なければなら ない。  

3 事業用大規模建築物の所有者は、 区規則で定めると

こ ろ により 、再利用に関する計画を作成し 、当該計画

書を区長に提出し なければなら ない。  

4 事業用大規模建築物の所有者は、 当該事業用大規模

建築物又は敷地内に区規則で定める 基準に従い、 再

利用の対象と なる 物の保管場所を 設置する よう 努め

なければなら ない。  

5 事業用大規模建築物の占有者は、 当該事業用大規模

建築物から 生ずる 事業系一般廃棄物の減量に関し 事

業用大規模建築物の所有者に協力し なければなら な

い。  

6 事業用大規模建築物を 建設し よ う と する 者( 以下

「 事業用大規模建築物の建設者」 と いう 。 ) は、 当該

事業用大規模建築物又は敷地内に区規則で定める 基

準に従い、 再利用の対象と なる 物の保管場所を 設置

し なければなら ない。こ の場合において、事業用大規

模建築物の建設者は、当該保管場所について、区規則

で定めると こ ろ によ り 、 あら かじ め区長に届け出な

ければなら ない。  

( 改善勧告)  

第二十条 区長は、 事業用大規模建築物の所有者が前

条第一項から 第三項までのいずれかの規定に違反し

ている と 認める と き 又は事業用大規模建築物の建設

者が同条第六項の規定に違反し ている と 認める と き

は、 当該事業用大規模建築物の所有者又は当該事業

用大規模建築物の建設者に対し 、期限を定めて、必要

な改善その他必要な措置を と る べき 旨の勧告を する

こ と ができ る。  

( 公表)  

第二十一条 区長は、 前条の勧告を 受けた事業用大規

模建築物の所有者又は事業用大規模建築物の建設者
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がその勧告に従わなかっ たと き は、 その旨を 公表す

るこ と ができ る。  

2 区長は、 前項の規定による公表をし よう と すると き

は、あら かじ め、当該公表をさ れるべき者にその理由

を通知し 、その者が意見を述べ、証拠を提示する機会

を与えなければなら ない。  

( 収集拒否等)  

第二十二条 区長は、 事業用大規模建築物の所有者又

は事業用大規模建築物の建設者が前条第一項の規定

による公表をさ れた後において、なお、第二十条の勧

告に係る 措置を と ら なかっ たと き は、 当該事業用大

規模建築物から 排出さ れる事業系一般廃棄物の収集

若し く は運搬を 拒否し 、 又は区長の指定する 処理施

設への搬入を禁止するこ と ができ る。  

第三節 区民の減量義務 

( 自主的行動)  

第二十三条 区民は、 再利用の可能な物の分別を 行う

と と も に、 集団回収等による 再利用を促進するため

の区民の自主的な活動に参加し 、 協力する等により 、

廃棄物の減量及び資源の有効利用に努める も のと す

る。  

( 商品の選択)  

第二十四条 区民は、商品を選択するに際し ては、当該

商品の内容及び包装、容器等を勘案し 、廃棄物の減量

及び環境の保全に配慮し た商品を 選択する よ う 努め

るも のと する。  

 

第三章 廃棄物の適正処理 

第一節 通則 

( 家庭廃棄物の処理)  

第二十五条 区長は、 家庭廃棄物を生活環境の保全上

支障が生じ ないう ち に収集し 、 及びこ れを 運搬する

等、 適正に処理し なければなら ない。  

( 事業系廃棄物の処理)  

第二十六条 事業者は、 事業系廃棄物を 生活環境の保

全上支障が生じ ないう ち に自ら 運搬し 、 若し く は処

分し 、又は廃棄物の収集、運搬若し く は処分を業と し

て行う こ と のでき る 者に運搬さ せ、 若し く は処分さ

せなければなら ない。  

( 事業者の中間処理義務)  

第二十七条 事業者は、 その事業系廃棄物の処理に当

たっ ては、 再生、 破砕、 圧縮、 焼却、 油水分離、 脱水

等の処理( 以下「 中間処理」 と いう 。) を行う こ と によ

り 、 その減量を図ら なければなら ない。  

( 処理技術の開発)  

第二十八条 事業者は、 事業系廃棄物の適正な処理に

ついて、 自ら 又は共同し て技術開発を 図ら なければ

なら ない。  

第二節 区長等以外の者の再利用の対象と なる 廃棄物の

収集又は運搬の禁止等 

( 収集又は運搬の禁止等)  

第二十八条の二 区長及び区規則で定める 者以外の者

は、資源・ ごみ集積所に排出さ れた資源物のう ち、古

紙、びん、缶その他の区規則で定める物を資源・ ごみ

集積所から 収集し 、 又は運搬し てはなら ない。  

2 区長は、 前項の区規則で定める者以外の者が前項の

規定に違反し て、収集し 、又は運搬し たと 認めると き

は、その者に対し 、こ れら の行為を行わないよう 命ず

るこ と ができる。  

第三節 適正処理困難物の抑制 

( 処理困難性の自己評価等)  

第二十九条 事業者は、物の製造、加工、販売等に際し

て、その製品、容器等が廃棄物になっ た場合における

処理の困難性についてあら かじ め自ら 評価し 、 適正

な処理が困難になら ないよ う な製品、 容器等の開発

を行う こ と 、その製品、容器等に係る廃棄物の適正な

処理の方法についての情報を 提供する こ と 等によ り 、

その製品、 容器等が廃棄物と なっ た場合においてそ

の適正な処理が困難になる こ と のないよう にし なけ

ればなら ない。  

( 適正処理困難物の製造等の抑制)  

第三十条 事業者は、その製品、容器等が廃棄物と なっ

た場合において、 その適正な処理が困難と なる物( 以

下「 適正処理困難物」 と いう 。 ) については、 その製

造、 加工、 販売等を自ら 抑制し なければなら ない。  

( 事業者の下取り 等の回収義務)  

第三十一条 区長は、適正処理困難物を指定し 、こ れを

公表するこ と ができる。  

2 前項の適正処理困難物の製造、 加工、 販売等を行う

事業者は、 自ら の責任でその適正処理困難物を 下取

り 等により 回収し なければなら ない。  

3 区民は、 前項の事業者が適正処理困難物を回収し よ
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う と すると き は、 こ れに協力するも のと する。  

4 区長は、 第二項の事業者が適正処理困難物を回収し

ないと 認めると き は、その事業者に対し 、期限を定め

て、 回収するよう 命ずるこ と ができ る。  

第四節 一般廃棄物の処理 

( 処理の計画)  

第三十二条 区長は、区規則で定めると こ ろ により 、一

般廃棄物の処理に関する計画( 以下「 一般廃棄物処理

計画」と いう 。) を定め、こ れを告示するも のと する。  

2 一般廃棄物処理計画に重要な変更があっ たと き は、

その都度告示するも のと する。  

( 処理)  

第三十三条 区長は、一般廃棄物処理計画に従い、家庭

廃棄物を処理し なければなら ない。  

2 区長は、 家庭廃棄物の処理に支障がないと 認めると

きは、 事業系一般廃棄物の処理を行う も のと する。  

3 前二項に規定する一般廃棄物の処理の基準は、 区規

則で定める。  

( 計画遵守義務等)  

第三十四条 土地又は建物の占有者( 占有者がない場

合は、 管理者と する 。 以下「 占有者」 と いう 。 ) は、

その土地又は建物内の家庭廃棄物を 可燃物、 不燃物

等に分別し 、各別の容器に収納し て資源・ ごみ集積所

に排出する等一般廃棄物処理計画に従わなければな

ら ない。  

2 占有者は、 家庭廃棄物を収納する容器について、 家

庭廃棄物が飛散し 、流出し 、及びその悪臭が発散し な

いよ う にする と と も に、 当該容器及び当該容器を 排

出する 資源・ ごみ集積所を常に清潔にし ておかなけ

ればなら ない。  

( 粗大ごみの排出方法)  

第三十五条 占有者は、 粗大ごみ( 特定家庭用機器再商

品化法( 平成十年法律第九十七号) 第二条第四項に規

定する 特定家庭用機器で再商品化さ れる 対象と なる

も のを除く 。 以下同じ 。 ) を排出すると き は、 区規則

で定める 廃棄物処理手数料の額に応じ た枚数の第五

十二条第一項の有料粗大ごみ処理券を添付し なけれ

ばなら ない。ただし 、こ れにより がたいと 区長が認め

ると き は、 区長の指示に従わなければなら ない。  

( 事業系一般廃棄物等の排出方法)  

第三十六条 事業者は、 区長の収集及び運搬する 事業

系一般廃棄物( 動物の死体及びし 尿を 除く 。 ) 又は一

般廃棄物と あわせて処理する 産業廃棄物を 容器で排

出する と き は、 容器に収納する 容量に相当する 第五

十三条第一項の有料ごみ処理券を 添付し なければな

ら ない。ただし 、こ れにより がたいと 区長が認めると

き 又は臨時に排出する と き は、 区長の指示に従わな

ければなら ない。  

( 排出禁止物)  

第三十七条 占有者は、 区長が行う 家庭廃棄物の収集

に際し て、 次に掲げる 家庭廃棄物を 排出し てはなら

ない。  

一 有害性の物 

二 危険性のある物 

三 引火性のある物 

四 著し く 悪臭を発する物 

五 特別管理一般廃棄物に指定さ れている物 

六 前各号に掲げる も ののほか、 家庭廃棄物の処理

を著し く 困難にし 、 又は家庭廃棄物の処理施設の

機能に支障が生ずる物 

2 占有者は、 前項各号に掲げる家庭廃棄物を処分し よ

う と すると き は、 区長の指示に従わなければなら な

い。  

( 動物の死体)  

第三十八条 占有者は、 その土地又は建物内の動物の

死体を 自ら の責任で処分でき ないと き は、 遅滞なく

区長に届け出て、 その指示に従わなければなら ない。 

( 改善命令等)  

第三十九条 区長は、 占有者が第三十四条の規定に違

反し ていると 認めると き は、その占有者に対し 、期限

を 定めて、 必要な改善その他必要な措置を 命ずる こ

と ができ る。  

( 事業者の処理)  

第四十条 事業者は、 その事業系一般廃棄物を 自ら 処

理する と き は、 第三十三条第三項に規定する区規則

で定める処理の基準に従わなければなら ない。  

( 事業系一般廃棄物保管場所の設置)  

第四十一条 事業者は、 その建物又は敷地内に事業系

一般廃棄物の保管場所を設置し なければなら ない。  

2 前項の保管場所は、 区規則で定める基準に適合する

も のでなければなら ない。  

3 事業者は、 その排出する事業系一般廃棄物を第一項
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の保管場所に集めなければなら ない。  

( 事業者に対する中間処理等の命令)  

第四十二条 区長は、事業者に対し 、特に必要があると

認める と き は、 その事業系一般廃棄物を あら かじ め

中間処理し て排出するよう 命ずるこ と ができ る。  

2 区長は、 事業者に対し 、 その事業系一般廃棄物を可

燃物、 不燃物等に分別し て排出する よう 命ずるこ と

ができ る。  

( 事業者に対する運搬等の命令)  

第四十三条 区長は、 区規則で定める 量の事業系一般

廃棄物を 排出する事業者に対し 、 その事業系一般廃

棄物を 運搬し 、 又は処分する よう 命ずる こ と ができ

る。  

( 一般廃棄物管理票)  

第四十四条 区規則で定める 事業者は、 事業系一般廃

棄物を区長の指定する 処理施設に運搬する場合には、

区規則で定める と こ ろ により 、 事業系一般廃棄物の

種類、 排出場所等を 記載し た一般廃棄物管理票を 当

該施設の管理者に提出し なければなら ない。  

2 前項の事業者は、 事業系一般廃棄物を他人に委託し

て区長の指定する処理施設に運搬さ せる 場合には、

当該受託者に同項の一般廃棄物管理票を 交付し なけ

ればなら ない。  

3 前項の受託者は、 その受託し た事業系一般廃棄物を

区長の指定する 処理施設に運搬する 場合には、 同項

の一般廃棄物管理票を当該施設の管理者に提出し な

ければなら ない。  

4 前三項に規定するも ののほか、 一般廃棄物管理票の

回付その他必要な事項は、 区規則で定める。  

( 改善命令等)  

第四十五条 区長は、 事業者が第四十条又は第四十一

条の規定に違反し ている と 認める と き は、 その事業

者に対し 、期限を定めて、必要な改善その他必要な措

置を命ずるこ と ができ る。  

( 準用)  

第四十六条 第三十三条第一項、 第三十四条及び第三

十七条から 第三十九条までの規定は、 事業系一般廃

棄物の処理について準用する。  

第五節 産業廃棄物の処理 

( 一般廃棄物と あわせて処理する産業廃棄物)  

第四十七条 区長は、 一般廃棄物の処理又は処理施設

の機能に支障が生じ ない範囲内において、 一般廃棄

物と あわせて処理する こ と が必要と 認める 産業廃棄

物の処理を行う こ と ができ る。  

2 区長は、 前項に規定する一般廃棄物と あわせて処理

するこ と が必要と 認める産業廃棄物の処理について、

一般廃棄物処理計画に含めるも のと する。  

( 処理命令)  

第四十八条 区長は、 一般廃棄物の処理又は処理施設

の機能に支障が生ずる おそれがあると 認める と き は、

一般廃棄物と あわせて処理する 産業廃棄物を排出す

る事業者に対し 、その産業廃棄物の保管、運搬又は処

分を命ずるこ と ができ る。  

( 準用)  

第四十九条 第三十三条、第三十四条、第三十九条、第

四十一条、 第四十二条及び第四十五条( 第四十条の規

定に違反し たこ と によ る 改善命令等に係る も のを 除

く 。 ) の規定は、 一般廃棄物と あわせて処理する産業

廃棄物の処理について準用する。  

第六節 大規模建築物の廃棄物保管場所等の設置 

( 大規模建築物の廃棄物保管場所等の設置)  

第五十条 区規則で定める 大規模建築物を 建設し よ う

と する者( 以下「 建設者」 と いう 。 ) は、 その建築物又

は敷地内に一般廃棄物の保管場所及び保管設備( 以

下「 保管場所等」 と いう 。 ) を設置し なければなら な

い。こ の場合において、建設者は、当該保管場所等に

ついて、区規則で定めると こ ろ により 、あら かじ め区

長に届け出なければなら ない。  

2 保管場所等は、 区規則で定める基準に適合するも の

でなければなら ない。  

3 区長は、 保管場所等について、 建設者が前二項の規

定に違反すると 認めると き は、当該建設者に対し 、期

限を定めて、 保管場所等の設置その他必要な措置を

命ずるこ と ができ る。  

4 第一項に規定する建築物の占有者は、 その建築物か

ら 排出さ れる 一般廃棄物を 保管場所等に集めなけれ

ばなら ない。  

第七節 廃棄物処理手数料 

( 廃棄物処理手数料)  

第五十一条 区長は、 家庭廃棄物( 動物の死体及びし 尿

を除く 。 以下こ の項において同じ 。 ) の収集及び運搬

をし たと き ( 粗大ごみの場合にあっ ては、 収集及び運
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搬をすると き 。 ) は、 一日平均十キログラ ムを超える

量の家庭廃棄物を排出する占有者又は粗大ごみその

他の家庭廃棄物を臨時に排出する 占有者から 別表に

掲げる廃棄物処理手数料を徴収する。  

2 区長は、 事業系一般廃棄物( 動物の死体及びし 尿を

除く 。 ) 又は一般廃棄物と あわせて処理する産業廃棄

物の収集及び運搬を する と き は、 こ れら の廃棄物を

排出する 事業者又は臨時に排出し た事業者から 別表

に掲げる廃棄物処理手数料を徴収する。  

3 区長は、 事業者が事業系一般廃棄物( 動物の死体及

びし 尿を除く 。 ) 又は一般廃棄物と あわせて処理する

産業廃棄物を 区長の指定する 最終処分場に運搬し た

と き は、 その事業者から 別表に掲げる廃棄物処理手

数料を徴収する。  

4 区長は、 別表に掲げる廃棄物の重量を基準にし て算

定する 廃棄物処理手数料について、 重量を 基準にし

て算定するこ と が著し く 実情に合わないと 認める と

きは、区規則で定めると こ ろ により 、重量以外の基準

により 算定するこ と ができ る。  

5 既に納付し た廃棄物処理手数料は、 還付し ない。 た

だし 、区長は、特別の理由があると 認めると き は、そ

の全部又は一部を還付するこ と ができ る。  

( 有料粗大ごみ処理券の交付)  

第五十二条 区長は、 前条第一項の粗大ごみの廃棄物

処理手数料を あら かじ め納付し た者に有料粗大ごみ

処理券を交付する。  

2 有料粗大ごみ処理券に関し 必要な事項は、 区長が定

める。  

( 有料ごみ処理券の交付)  

第五十三条 区長は、 第五十一条第二項の廃棄物処理

手数料を あら かじ め納付し た者( 臨時に排出する 事

業者を除く 。 ) に有料ごみ処理券を交付する。  

2 有料ごみ処理券に関し 必要な事項は、 区長が定める。 

( 動物死体処理手数料)  

第五十四条 区長は、 第三十八条( 第四十六条において

準用する場合を含む。 ) の規定による届出に従い動物

の死体を 処理し たと き は、 占有者又は事業者から 別

表に掲げる動物死体処理手数料を徴収する。  

( 手数料の減免)  

第五十五条 区長は、 天災その他特別の理由があると

認める と き は、 第五十一条の廃棄物処理手数料又は

前条の動物死体処理手数料を 減額し 、 又は免除する

こ と ができ る。  

( 督促)  

第五十六条 第五十一条の廃棄物処理手数料又は第五

十四条の動物死体処埋手数料を 納期限までに納付し

ない者がある と き は、 納期限経過後二十日以内に区

規則で定める督促状を発行し て督促する。  

2 前項の督促状には、 その発行の日から 十五日以内に

おいて納付すべき 期限を指定する。  

( 延滞金の額及び徴収方法)  

第五十七条 前条の規定によ る 督促を し た場合におい

ては、手数料の金額に、その納期限の翌日から 納付の

日までの期間の日数に応じ 、 その金額( 千円未満の端

数があると き 又は二千円未満である と き は、 その端

数金額又はその全額を切り 捨てる。 ) に年十四・ 六パ

ーセン ト ( 督促状に指定する 期限ま での期間につい

ては、 年七・ 三パーセント ) の割合を乗じ て計算し た

金額に相当する延滞金額を加算し て徴収する。  

2 延滞金の確定金額に百円未満の端数がある と き 又

はその全額が千円未満である と き は、 その端数金額

又はその全額を切り 捨てる。  

( 延滞金額の減免)  

第五十八条 第五十一条の廃棄物処理手数料又は第五

十四条の動物死体処理手数料を 納付すべき 者が、 災

害その他やむを 得ない理由によ り 納期限までに納付

でき なかっ たと き は、 前条の規定によ る延滞金額を

減額し 、 又は免除するこ と ができ る。  

 

第四章 一般廃棄物処理業 

( 業の許可)  

第五十九条 一般廃棄物の収集又は運搬を 業と し て行

おう と する者は、区規則で定めると こ ろ により 、区長

の許可を受けなければなら ない。 ただし 、 事業者( 自

ら その一般廃棄物を運搬する場合に限る。 ) 、 専ら 再

生利用の目的と なる 一般廃棄物のみの収集又は運搬

を 業と し て行う 者その他区規則で定める者について

は、 こ の限り でない。  

2 一般廃棄物の処分を業と し て行おう と する者は、 区

規則で定める と こ ろ によ り 、 区長の許可を 受けなけ

ればなら ない。 ただし 、 事業者( 自ら その一般廃棄物

を処分する場合に限る。 ) 、 専ら 再生利用の目的と な
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る一般廃棄物のみの処分を業と し て行う 者その他区

規則で定める者については、 こ の限り でない。  

3 区長は、 前二項の許可の申請が次の各号に適合し て

いる と 認める と き でなければ、 前二項の許可をし て

はなら ない。  

一 区長による一般廃棄物の収集、 運搬又は処分が

困難であるこ と 。  

二 その申請の内容が、 区長が定める処理計画に適

合するも のであるこ と 。  

三 その事業の用に供する施設及び申請者の能力が

その事業を 的確に、 かつ、 継続し て行う に足り る

も のと し て区規則で定める基準に適合するも ので

あるこ と 。  

四 申請者( 申請者が法人であると き は、その業務を

行う 役員を含む。) が次のいずれにも 該当し ないこ

と 。  

イ  法第七条第五項第四号イ から ルま でのいず

れかに該当する者 

ロ  こ の条例若し く はこ の条例に基づく 処分に

違反し 、 罰金以上の刑に処せら れ、 その執行を

終わり 、又は執行を受けるこ と がなく なっ た日

から 五年を経過し ない者 

ハ こ の条例の規定により 許可を取り 消さ れ、そ

の取消し の日から 五年を 経過し ない者( 当該許

可を 取り 消さ れた者が法人である 場合におい

ては、当該取消し の処分に係る港区行政手続条

例( 平成八年港区条例第二十九号。以下「 行政手

続条例」と いう 。) 第十五条の規定による通知が

あっ た日前六十日以内に当該法人の役員であ

っ た者で当該取消し の日から 五年を 経過し な

いも のを含む。 )  

ニ こ の条例の規定によ る 許可の取消し の処分

に係る 行政手続条例第十五条の規定によ る 通

知があっ た日から 当該処分を する 日又は処分

を し ないこ と を 決定する 日までの間に区規則

で定める 一般廃棄物の収集若し く は運搬又は

処分の事業のいずれかの事業の全部の廃止の

届出を し た者( 当該事業の廃止について相当の

理由がある者を除く 。) で、当該届出の日から 五

年を経過し ないも の 

ホ ニに規定する 期間内に区規則で定める 一般

廃棄物の収集若し く は運搬又は処分の事業の

いずれかの事業の全部の廃止の届出があっ た

場合において、ニの通知の日前六十日以内に当

該届出に係る法人( 当該事業の廃止について相

当の理由がある 法人を 除く 。 ) の役員若し く は

廃棄物の処理及び清掃に関する 法律施行令( 昭

和四十六年政令第三百号。以下「 政令」と いう 。)

で定める 使用人であっ た者又は当該届出に係

る 個人( 当該事業の廃止について相当の理由が

ある 者を 除く 。 ) の政令で定める使用人であっ

た者で、当該届出の日から 五年を経過し ないも

のヘその他区規則で定める者 

4 第一項又は第二項の許可は、 一年を下ら ない区規則

で定める期間ごと にその更新を 受けなければ、 その

期間の経過によっ て、 その効力を失う 。  

5 前項の更新の申請があっ た場合において、 同項の期

間( 以下こ の項及び次項において「 許可の有効期間」

と いう 。 ) の満了の日までにその申請に対する処分が

さ れないと きは、従前の許可は、許可の有効期間の満

了後も その処分がさ れる までの間は、 なおその効力

を有する。  

6 前項の場合において、 許可の更新がさ れたと き は、

その許可の有効期間は、 従前の許可の有効期間の満

了の日の翌日から 起算するも のと する。  

7 第一項又は第二項の許可には、 一般廃棄物の収集を

行う こ と ができ る 区域を 定め、 又は生活環境の保全

上必要な条件を付するこ と ができ る。  

8 区長は、 第一項又は第二項の規定により 許可をし た

と き は、 許可証を交付する。  

( 業の変更の許可)  

第六十条 前条第一項の許可を受けた者( 以下「 一般廃

棄物収集運搬業者」 と いう 。 ) 又は同条第二項の許可

を受けた者( 以下「 一般廃棄物処分業者」と いう 。) は、

その一般廃棄物の収集若し く は運搬又は処分の事業

の範囲を変更し よ う と する と き は、 区規則で定める

と こ ろにより 、 区長の許可を受けなければなら ない。 

2 前条第三項及び第七項の規定は、 前項の許可につい

て準用する。  

( 処理基準)  

第六十一条 一般廃棄物収集運搬業者又は一般廃棄物

処分業者は、 第三十三条第三項に規定する 区規則で
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定める 基準に従い、 一般廃棄物の収集若し く は運搬

又は処分を行わなければなら ない。  

( 遵守義務)  

第六十二条 一般廃棄物収集運搬業者及び一般廃棄物

処分業者は、 次に掲げる 事項を遵守し なければなら

ない。  

一 許可証を事務所又は事業所に備え置き、 許可の

内容が明ら かになるよう にし ておく こ と 。  

二 許可証を他人に譲渡し 、 又は貸与し ないこ と 。  

( 事業の停止命令等)  

第六十三条 区長は、 一般廃棄物収集運搬業者又は一

般廃棄物処分業者が、 次の各号のいずれかに該当す

ると き は、 期間を定めてその事業の全部若し く は一

部の停止を命じ 、 又は区長の指定する処理施設への

搬入の禁止を命ずるこ と ができる。  

一 こ の条例若し く はこ の条例に基づく 処分に違反

する行為( 以下「 違反行為」 と いう 。) をし たと き 、

又は他人に対し て違反行為を するこ と を要求し 、

依頼し 、 若し く は唆し 、 若し く は他人が違反行為

をするこ と を助けたと き 。  

二 その者の事業の用に供する施設又はその者の能

力が第五十九条第三項第三号に規定する基準に適

合し なく なっ たと き。  

三 第五十九条第七項の規定により 当該許可に付し

た条件に違反し たと き 。  

( 許可の取消し )  

第六十三条の二 区長は、 一般廃棄物収集運搬業者又

は一般廃棄物処分業者が次の各号のいずれかに該当

すると きは、 その許可を取り 消さ なければなら ない。 

一 第五十九条第三項第四号イ に該当するに至っ た

と き 。  

二 前条の規定による事業の停止命令に違反し たと

き 。  

三 法第七条の三第一号に該当し 情状が特に重いと

き 。  

四 不正の手段により 第五十九条第一項若し く は第

二項の許可( 同条第四項の許可の更新を含む。 ) 又

は第六十条第一項の変更の許可を受けたと き。  

2 区長は、 一般廃棄物収集運搬業者又は一般廃棄物処

分業者が次の各号のいずれかに該当する と き は、 そ

の許可を取り 消すこ と ができ る。  

一 第五十九条第三項第四号ロから ヘまでのいずれ

かに該当するに至っ たと き 。  

二 前条第一号に該当する と き ( 前項第三号に該当

すると き を除く 。 ) 。  

三 前条第二号又は第三号のいずれかに該当すると

き。  

( 許可証の再交付)  

第六十四条 一般廃棄物収集運搬業者及び一般廃棄物

処分業者は、許可証を紛失し 、又はき 損し たと き は、

区規則で定める と こ ろ によ り 、 直ち に区長に届け出

て再交付を受けなければなら ない。  

( 許可手数料)  

第六十五条 次の各号に掲げる 者は、 当該各号に定め

る 手数料を 申請の際に納入し なければなら ない。 た

だし 、 一般廃棄物収集運搬業の許可を 他の特別区に

おいて受けた者が、 区長の指定する 処理施設への搬

入のみを業と する 許可を 受けよ う と すると き は、 こ

の限り でない。  

一 新たに一般廃棄物収集運搬業の許可を受けよう

と する者 一万五千円 

二 新たに一般廃棄物処分業の許可を受けよう と す

る者 一万五千円 

三 一般廃棄物収集運搬業の許可の更新を受けよう

と する者 一万円 

四 一般廃棄物処分業の許可の更新を受けよう と す

る者 一万円 

五 一般廃棄物収集運搬業者で、 その事業の範囲の

変更の許可を受けよう と するも の 一万円 

六 一般廃棄物処分業者で、 その事業の範囲の変更

の許可を受けよう と するも の 一万円 

七 許可証の再交付を受けよう と する者 三千円 

 

第五章 生活環境影響調査結果の縦覧等 

( 縦覧等の対象施設)  

第六十五条の二 法第九条の三第二項( 同条第八項に

おいて準用する場合を含む。 以下同じ 。 ) の規定によ

る同条第一項に規定する調査( 以下「 生活環境影響調

査」 と いう 。) の結果を記載し た書類( 以下「 調査書」

と いう 。 ) の公衆への縦覧及び生活環境の保全上の見

地から の意見書( 以下「 意見書」 と いう 。) の提出の対

象と なる一般廃棄物処理施設( 以下「 対象施設」 と い
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う 。 ) は、 政令第五条第一項に規定するごみ処理施設

と する。  

( 縦覧等の告示)  

第六十五条の三 区長は、 法第九条の三第二項の規定

によ り 調査書を 公衆の縦覧に供し 、 意見書を 提出す

る機会を 付与し よう と すると き は、 区規則で定める

事項を告示するも のと する。  

( 調査書の縦覧の場所及び期間)  

第六十五条の四 調査書の縦覧の場所は、 前条の規定

による告示において指定するも のと する。  

2 調査書の縦覧の期間は、 前条の規定による告示の日

の翌日から 起算し て三十日間と する。  

( 意見書の提出先及び提出期限)  

第六十五条の五 意見書の提出先は、 第六十五条の三

の規定による告示において指定するも のと する。  

2 意見書の提出期限は、 第六十五条の三の規定による

告示の日の翌日から 起算し て四十五日を 経過する 日

と する。  

( 環境影響評価と の関係)  

第六十五条の六 対象施設の設置又は変更に関し 、 環

境影響評価法( 平成九年法律第八十一号) 又は東京都

環境影響評価条例( 昭和五十五年東京都条例第九十

六号) に基づく 環境影響評価( 生活環境影響調査に相

当する内容を有するも のに限る。 ) に係る公告、 縦覧

等の手続を経たも のは、 前三条に定める 手続を経た

も のと みなす。  

( 関係する区市町村の長と の協議)  

第六十五条の七 区長は、 生活環境影響調査を実施し

た地域に港区の存する区域に属し ない地域が含まれ

ている と き は、 当該区域を管轄する 区市町村の長に

調査書の写し を 送付し 、 当該調査書の縦覧及び意見

書の提出の手続の実施について協議する も のと する 。 

 

第六章 雑則 

( 空き 地の管理)  

第六十六条 空き地を所有し 、又は管理する者は、その

空き 地にみだり に廃棄物が捨てら れないよ う に、 そ

の周囲に囲いを 設ける等適正に管理し なければなら

ない。  

2 前項に規定する者は、 その空き 地に廃棄物が捨てら

れたと き は、 その廃棄物を自ら の責任で処理し なけ

ればなら ない。  

3 区長は、 前二項の規定に違反するこ と により 、 生活

環境を 著し く 害し ている と 認めら れる 者に対し 、 必

要な改善その他必要な措置を 勧告する こ と ができ る 。 

( 市街地開発事業における処理施設)  

第六十七条 区規則で定める 大規模な市街地開発事業

を 行おう と する 者は、 当該市街地開発事業の計画の

策定に当たっ ては、 当該市街地開発事業の区域から

生ずる 廃棄物を 適正に処理する ため、 当該市街地開

発事業の区域に廃棄物の処理施設を 確保する等必要

な措置を講ずるよう 努めるも のと する。  

2 前項に規定する者は、 当該市街地開発事業の計画の

策定に当たっ ては、あら かじ め、当該市街地開発事業

の区域から 生ずる 一般廃棄物の適正な処理方法等に

ついて、 区長に協議し なければなら ない。  

( 報告)  

第六十八条 区長は、 法第十八条第一項に規定する も

ののほか、こ の条例の施行に必要な限度において、占

有者その他の関係者に対し 、 必要な報告を 求める こ

と ができ る。  

( 立入検査)  

第六十九条 区長は、 法第十九条第一項に規定する も

ののほか、こ の条例の施行に必要な限度において、そ

の職員に、必要と 認める場所に立ち入り 、廃棄物の減

量及び適正な処理に関し 、 必要な帳簿書類その他の

物件を検査さ せるこ と ができる。  

2 前項の規定により 立入検査をする職員は、 その身分

を 示す証明書を 携帯し 、 関係人に提示し なければな

ら ない。  

3 第一項の規定による立入検査の権限は、 犯罪捜査の

ために認めら れたも のと 解釈し てはなら ない。  

( 廃棄物管理指導員)  

第七十条 前条第一項の規定による 立入検査並びに廃

棄物の減量及び適正な処理に関する 指導の職務を 担

当さ せるため、区規則で定めると こ ろ により 、廃棄物

管理指導員を置く 。  

( 技術管理者の資格)  

第七十条の二 法第二十一条第三項に規定する 条例で

定める資格は、 区規則で定める資格と する。  

( 行政手続条例の適用除外)  

第七十条の三 第二十八条の二第二項の規定による 命
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令については、行政手続条例第三章の規定は、適用し

ない。  

( 委任)  

第七十一条 こ の条例に規定する も ののほか、 こ の条

例の施行について必要な事項は、 区規則で定める。  

 

第七章 罰則 

( 罰則)  

第七十二条 次の各号のいずれかに該当する 者は、 二

十万円以下の罰金に処する。  

一 第二十八条の二第二項の規定による 命令に違反

し た者 

二 第三十一条第四項の規定による命令に違反し た

者 

三 第四十二条( 第四十九条において準用する 場合

を含む。 ) の規定による命令に違反し た者 

四 第四十五条( 第四十九条において準用する 場合

を含む。 ) の規定による命令に違反し た者 

五 第五十条第三項の規定による命令に違反し た者 

第七十三条 第三十九条( 第四十六条及び第四十九条

において準用する場合を含む。 ) の規定による命令に

違反し た者は、 五万円以下の罰金に処する。  

第七十四条 次の各号のいずれかに該当する 者は、 三

万円以下の罰金又は科料に処する。  

一 第五十条第一項の規定による届出を し なかっ た

者 

二 第六十二条の規定に違反し た者 

第七十五条 法人の代表者又は法人若し く は人の代理

人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務

に関し 、前三条の違反行為をし たと きは、行為者を罰

する ほか、 その法人又は人に対し て各本条の罰金刑

又は科料刑を科する。  

 

付則 

( 施行期日)  

1 こ の条例は、 平成十二年四月一日から 施行する。  

( 処分、 申請等に関する経過措置)  

2 こ の条例の施行前に東京都廃棄物の処理及び再利

用に関する条例( 平成四年東京都条例第百四十号。 以

下「 都条例」 と いう 。 ) の規定により 東京都知事がし

た許可等の処分その他の行為( 以下こ の項において

「 処分等の行為」 と いう 。 ) 又はこ の条例の施行の際

現に東京都知事に対し て行っ ている 許可の申請その

他の行為( 以下こ の項において「 申請等の行為」 と い

う 。 ) で、 こ の条例の施行の日以後において区長が管

理し 、 及び執行する こ と と なる 事務に係る も のにつ

いては、同日以後においては、区長のし た処分等の行

為又は区長に対し て行っ た申請等の行為と みなす。  

3 こ の条例の施行前に都条例の規定によ り 東京都知

事に対し て報告、 届出その他の手続を し なければな

ら ない事項で、 こ の条例の施行の日前にその手続が

さ れていないも のについて、 こ の条例の施行の日以

後において区長が管理し 、 及び執行するこ と と なる

事務に係るも のについては、区長に対し て報告、届出

その他の手続がさ れていないも のと みなし て、 こ の

条例の相当規定を適用する。  

( 有料粗大ごみ処理券等に関する経過措置)  

4 こ の条例の施行前に都条例第五十八条の二又は第

五十八条の三の規定によ り 、 東京都知事が交付し た

有料粗大ごみ処理券又は有料ごみ処理券については、

こ の条例の施行の日以後三月の間は区長が収集及び

運搬する廃棄物に添付する も のに限り 、 第五十二条

又は第五十三条に基づき 区長が交付し たも のと みな

す。  

( 延滞金の割合の特例)  

5 当分の間、 第五十七条第一項に規定する延滞金の年

十四・ 六パーセント の割合及び年七・ 三パーセント の

割合は、同項の規定にかかわら ず、各年の延滞金特例

基準割合( 平均貸付割合( 租税特別措置法( 昭和三十

二年法律第二十六号) 第九十三条第二項に規定する

平均貸付割合をいう 。 ) に年一パーセント の割合を加

算し た割合をいう 。 以下こ の項において同じ 。 ) が年

七・ 三パーセント の割合に満たない場合には、その年

中においては、年十四・ 六パーセント の割合にあっ て

はその年における 延滞金特例基準割合に年七・ 三パ

ーセント の割合を加算し た割合と し 、年七・ 三パーセ

ン ト の割合にあっ ては当該延滞金特例基準割合に年

一パーセン ト の割合を 加算し た割合( 当該加算し た

割合が年七・ 三パーセント の割合を超える場合には、

年七・ 三パーセント の割合) と する。 こ の場合におけ

る 延滞金の額の計算において、 その計算の過程にお

ける金額に一円未満の端数が生じ たと き は、 こ れを
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切り 捨てる。  

( 一般廃棄物処理業の許可手数料の特例)  

6 一般廃棄物処理業の許可を 受けよ う と する 者又は

一般廃棄物処理業者で、 その事業の範囲を 変更し よ

う と する も のに係る 許可手数料について、 こ の条例

の施行の日以後六年の間、区長は、区規則で定めると

こ ろ によ り 、 第六十五条第一号から 第四号までに定

める 許可手数料を減額し 、 又は免除する こ と ができ

る。  

 

付則( 平成一二年一〇月一六日条例第四六号)  

こ の条例は、 公布の日から 施行する。 ただし 、 第十六条第

二項の改正規定は、 平成十三年四月一日から 施行する。  

 

付則( 平成一三年三月三〇日条例第二三号)  

こ の条例は、 平成十三年四月一日から 施行する。  

 

付則( 平成一五年一〇月一日条例第二六号)  

こ の条例は、 平成十五年十二月一日から 施行する。  

 

付則( 平成一八年三月二四日条例第一六号)  

こ の条例は、 平成十八年四月一日から 施行する 。 ただし 、

第六十三条の二第一項に一号を加える改正規定は、公布の

日から 施行する。  

 

付則( 平成一九年十月十一日条例第四〇号)  

( 施行期日)  

1 こ の条例は、平成二十年四月一日( 以下「 施行日」 と

いう 。 ) から 施行する。  

( 経過措置)  

2 こ の条例によ る 改正後の港区廃棄物の処理及び再

利用に関する 条例別表の規定は、 施行日以後の収集

及び運搬( 粗大ごみにあっ ては、 収集及び運搬の申込

み。 以下同じ 。 ) に係る廃棄物処理手数料について適

用し 、 施行日前の収集及び運搬に係る廃棄物処理手

数料については、 なお従前の例による。  

3 前項の規定にかかわら ず、 施行日前に区長がこ の条

例によ る 改正前の港区廃棄物の処理及び再利用に関

する 条例別表に規定する 廃棄物処理手数料を 徴収し

て交付し た有料ごみ処理券については、 施行日以後

一月の間は、 従前の例により 使用するこ と ができる。 

 

付則( 平成二一年六月二四日条例第三三号)  

こ の条例は、 平成二十一年九月一日から 施行する。  

 

付則( 平成二二年六月二三日条例第二三号)  

こ の条例は、 公布の日から 施行する。  

 

付則( 平成二四年一二月一二日条例第三八号)  

( 施行期日)  

1 こ の条例中第七十条の二を第七十条の三と し 、 第七

十条の次に一条を 加える 改正規定は公布の日から 、

別表の改正規定並びに次項及び付則第三項の規定は

平成二十五年十月一日から 施行する。  

( 経過措置)  

2 こ の条例によ る 改正後の港区廃棄物の処理及び再

利用に関する条例( 以下「 新条例」 と いう 。) 別表一廃

棄物処理手数料の部三の項の規定( ただし 書に係る

部分に限る。 ) は、 平成二十五年十月一日以後に区長

が申込みを 受けた粗大ごみに係る 手数料について適

用し 、 同日前に区長が申込みを 受けた粗大ごみに係

る手数料については、 なお従前の例による。  

3 こ の条例によ る 改正前の港区廃棄物の処理及び再

利用に関する 条例第五十三条の規定により 交付さ れ

た有料ごみ処理券は、 平成二十五年十月一日以後一

月の間は、区長が収集し 、及び運搬する廃棄物に添付

するも のに限り 、なお使用するこ と ができる。こ の場

合において、 当該有料ごみ処理券を 使用し た事業者

については、同日以後においても 、新条例別表一廃棄

物処理手数料の部の規定によ る 廃棄物処理手数料の

納付があっ たも のと みなす。  

付則( 平成二五年一二月一三日条例第六五号)  

1 こ の条例は、 平成二十六年一月一日から 施行する 。 

2 こ の条例によ る 改正後の港区廃棄物の処理及び再

利用に関する 条例付則第五項の規定は、 延滞金のう

ち 平成二十六年一月一日以後の期間に対応する も の

について適用し 、 同日前の期間に対応する も のにつ

いては、 なお従前の例による。  

 

付則( 平成二八年一二月八日条例第七一号)  

( 施行期日)  

1 こ の条例は、 平成二十九年十月一日から 施行する 。 
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( 経過措置)  

2 こ の条例によ る 改正後の港区廃棄物の処理及び再

利用に関する条例( 以下「 新条例」 と いう 。) 別表一廃

棄物処理手数料の部三の項の規定( ただし 書に係る

部分に限る。 ) は、 平成二十九年十月一日以後に区長

が申込みを受けた粗大ごみに係る 手数料について適

用し 、 同日前に区長が申込みを受けた粗大ごみに係

る手数料については、 なお従前の例による。  

3 こ の条例によ る 改正前の港区廃棄物の処理及び再

利用に関する 条例第五十三条の規定によ り 交付さ れ

た有料ごみ処理券は、 平成二十九年十月一日以後一

月の間は、区長が収集し 、及び運搬する廃棄物に添付

するも のに限り 、なお使用するこ と ができ る。こ の場

合において、 当該有料ごみ処理券を 使用し た事業者

については、同日以後においても 、新条例別表一廃棄

物処理手数料の部の規定によ る廃棄物処理手数料の

納付があっ たも のと みなす。  

 

付則( 令和元年一〇月一七日条例第二四号)  

1 こ の条例は、 令和元年十二月十四日から 施行する 。 

2 こ の条例によ る 改正後の港区廃棄物の処理及び再

利用に関する条例( 以下「 改正後の条例」 と いう 。) 第

五十九条第三項( 第六十条第二項において準用する

場合を含む。 ) の規定は、 こ の条例の施行の日以後に

行う 許可( 改正後の条例第五十九条第一項若し く は

第二項の許可又は改正後の条例第六十条第一項の変

更の許可をいう 。 以下同じ 。 ) について適用し 、 同日

前に行っ た許可については、 なお従前の例による。  

 

付則( 令和二年一二月九日条例第四五号)  

1 こ の条例は、 令和三年一月一日から 施行する。  

2 こ の条例によ る 改正後の港区廃棄物の処理及び再

利用に関する 条例付則第五項の規定は、 延滞金のう

ち こ の条例の施行の日以後の期間に対応するも のに

ついて適用し 、 同日前の期間に対応するも のについ

ては、 なお従前の例による。  

 

付則( 令和四年一二月五日条例第六三号)  

( 施行期日)  

1 こ の条例は、 令和五年十月一日から 施行する。 ただ

し 、別表二動物死体処理手数料の部の改正規定は、同

年四月一日から 施行する。  

( 経過措置)  

2 こ の条例によ る 改正後の港区廃棄物の処理及び再

利用に関する条例( 以下「 新条例」 と いう 。) 別表一廃

棄物処理手数料の部三の項の規定( ただし 書に係る

部分に限る。) は、こ の条例の施行の日( 以下こ の項及

び第四項において「 施行日」 と いう 。 ) 以後に区長が

申込みを受けた粗大ごみに係る 手数料について適用

し 、 施行日前に区長が申込みを 受けた粗大ごみに係

る手数料については、 なお従前の例による。  

3 新条例別表二動物死体処理手数料の部の規定は、 令

和五年四月一日以後に区長に届出がさ れた動物死体

処理に係る 手数料について適用し 、 同日前に区長に

届出がさ れた動物死体処理に係る 手数料については、

なお従前の例による。  

4 こ の条例によ る 改正前の港区廃棄物の処理及び再

利用に関する 条例第五十三条の規定により 交付さ れ

た有料ごみ処理券は、施行日以後一月の間は、区長が

収集し 、 及び運搬する廃棄物に添付するも のに限り 、

なお使用するこ と ができ る。こ の場合において、当該

有料ごみ処理券を 使用し た事業者については、 施行

日以後においても 、 新条例別表一廃棄物処理手数料

の部の規定によ る 廃棄物処理手数料の納付があっ た

も のと みなす。  

 

 

別表 廃棄物処理手数料及び動物死体処理手数料( 第五十一条、 第五十四条関係)  

一 廃棄物処理手数料 

区分 手数料 

一 一日平均十キロ グラ ムを超える量の家庭廃棄物を排出す

る占有者 

一日平均十キログラ ムを超える量一キログラ ムにつき  四十

六円 

二 事業系一般廃棄物又は一般廃棄物と 併せて処理する産業

廃棄物を排出する事業者 

一キログラ ムにつき  四十六円 

ただし 、 有料ごみ処理券を添付し て排出すると き は、 十リ ッ
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ト ルまでごと に 八十七円 

三 臨時に排出する占有者又は事業者 

一キログラ ムにつき  四十六円 

ただし 、 粗大ごみについては、 三千二百円を限度と し て品目

別に区規則で定める。  

四 区長の指定する最終処分場に運搬し た事業者 一キログラ ムにつき  九円五十銭 

二 動物死体処理手数料 

動物の死体 一頭につき  三千円 
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２ 諮 ・答申 

■ 改定方針 
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